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2019 年 12 月 3 日 山口光恒 
WEO 2019 のポイント－気候変動関連 

評価できる点 

 BECCS を中心とした Negative Emissions を基本的に排除している点 
 （2050 年に 0.25Gt 分だけ Negative Emission はあるが。P.124） 
 IPCC/SR1.5 報告書を良く研究・分析している 
 SD シナリオとしてパリ協定・Universal Energy Access、Clean Air の同時達

成を掲げているのは適切 
 Key themes として 
  現状（How are we doing?）、目指すべき目標（50％確率で 1.5℃、Where do 

we need to go?）、これを超えて 1.5℃達成可能性（How much further can 
we go?）を掲げているのも適切 

 目標実現に向けての投資に関して有益な示唆 
 SD シナリオの更なる技術的詳細については ETP2020 に期待 
 
問題点 

 GDP 比コスト及び MAC がない点 政策担当者はどのシナリオを目指すか判

断不能（MAC については Annex B に 2040 年に先進国$140、一部途上国$125
とあるが2050年はSilentで IPCC/SR1.5との比較という意味で役立たない） 

   SD シナリオに必要な投資額（今後 30 年間で 115 兆ドル）と Finance の記

述は充実しているが p.112 
ETP2070 では 2060 年の MAC が出ている（＄565 B2DS、$240 2DS）  

 
疑問点 

 気温目標と DAI の関係不明（96 頁には to avert dangerous and irreversible 
changes in the global climate system とある） 
66%、50%確率の意味 
CCUS の効果 

 （CCUS は WEO 2018 から頻繁に登場、しかし CCS と何が違うのか） 
 Figure 2.27 に 2070 年 CO2 ゼロとあるが、航空、鉄鋼、セメントの対策は 
各シナリオの気温上昇は何時の時点か Figure 2.28 から 2100 年か？ 

 気候感度は何℃で計算したのか 
 ETP 2017 で 2DS、B2DS ともに 2060 年には大量の BECCS に依存（4.9Gt、

2.7Gt）、今回これを外した理由（当方には英断と思えるが） 
 
シナリオの意味 
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Current Polices シナリオ（現在の排出経路がそのまま続く場合） 
Stated Policies シナリオ（STEP シナリオ）How are we doing? 
 既に表明された政策のみを考慮し、このままだとどうなるかを示したもの。 
 EU をはじめいくつかの国・地域が長期の CO2 或いは GHG net ゼロを表明

或いは検討しているが、このうち公式にこれを採択した国は少ない。この場

合採択した国のみ STEP に加える（46 頁）。具体的には英仏瑞典のみ（96 頁） 
 エネルギー起源 CO2 は 2045 年ピーク（36Gt）後横ばい（Figure 2.12 p,96） 
 確率 66％だと 3.2℃上昇, 50％では 2.7℃上昇 
  

 
p. 96 排出は 2045 年にピーク、その後その状態が続く 

 
Sustainable Development シナリオ Where do we need to go? 
パリ協定の「2℃を十分に下回り出来れば 1.5℃に向けた努力」というパリ合

意を満たすと共に、全員のエネルギーアクセスと清浄大気の要件も満たす 
Negative E なしで確率 66％だと 1.8℃、50％だと 1.65℃上昇で安定 p.46, 80 
 もし今世紀後半に SR1.5℃と同程度の規模の NE があれば 1.5℃達成可能

（確率 50％）。NE 無しで 1.5℃達成にはエネルギー起源 CO2 は 2050 年ま

でに排出ゼロが必要。このためには全く経験したことのない削減率が必要で、

且つエネルギー分野のみの努力では達成できない（農業とか Non-CO2？）。

この真意は大量の NE がない限り 1.5℃は困難と言うことを意味している。 
エネルギー起源 CO2 は 2050 年 10Gt、2070 年ゼロ、以降ゼロ Fig. 2.5 p.88 
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STEP シナリオから SD シナリオへの追加削減 Fig. 2.1 p.79（本メモ次頁） 
 Efficiency 37%、再エネ 32%、その他 31%（CCS9%、原子力 3%等） 
 CCS は 2030 年までに年 0.7Gt だが 2050 年には 2.8Gt に上昇。内訳は発電

と産業（鉄鋼、セメント）で半々 p.47, 109。しかし政策の進展無し p.85 
STEP と SD シナリオの比較は Table 2.1 を見よ（本メモ末尾参照） 

 現状では SD シナリオへの排出経路に乗っていない 
 

 
 
SD シナリオと ETP2017 の Beyond 2 degree scenario (B2DS)の相違 
 B2DS（2DS）は 2060 年時点で 4.9Gt（2.7Gt）の BECCS に依存し、2100
年に 50%の確率で 1.75℃（2℃）に達するシナリオ、SD Scenario は BECCS
ほとんどなし（2050 年 0.25Gt）で 1.65℃（確率 50％）、後者の方がきつい 

 
SD シナリオとエネルギー分野 
石炭 
 使用は SDS では激減、しかし鉄鋼・セメントで残る。うち 1/3 は CCS。発

電部門は 2045 年に CCS 無しの石炭はゼロ（90 頁） 
再エネ 
 2050 年には世界の排出量の半分が風力と PV 
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原子力 
 特に先進国で老巧化が進み（平均で 35 年間使用）、2028~2040 年の間に運

転期間延長か新設無しでは容量は 1/3 になってしまう。 
 運転期間を延長すればMWあたり$40-60の発電コストで再エネが下がって

も競争力あり p.91 （日本ではこの計算当てはまらないのでは？） 
発電 
 電化の進展で fuel mix に占める電力のシェアーは現在 19%→2050 年倍増 
 CCS 無し石炭は 2045 年にゼロへ 
 低炭素発電は 2050 年に 94%へ（現在 36%）炭素原単位は 475→23g/KWh 
バイオ資源 
 航空は 2050 年に燃料の 60％は advanced biofuel（bio-kerosene） 
 海運は 1/3 以上が advanced biofuel（biodiesel）p. 107 
 Sustainable bioenergyの potential は年間 130~240EJでこれは現在の石油

需要 4450Mtoe にほぼ同じ 
 SD シナリオでは 2050 年に約 80EJ のバイオエネルギーの使用を想定、こ

の場合、BECCS を使って 0.25Gt の Negative CO2 emissions を実現。こ

れは IPCC/SR1.5 の 4.7Gt に比べるとほとんど Negligible 
 
削減技術の例 Table 2.3 p.117 
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1.5℃の可能性 How much further can we go? 
 
SD シナリオと IPCC/SR1.5 シナリオとの相違 下記 Figure 2.27 p. 122 
 NO Negative Emissions で 1.5℃達成には 2050 年排出ゼロが必要 
 メタン等その他ガスの減少がなければ更なる削減が必要 
 SR1.5 では 1.5℃（50%）の Remaining 炭素予算を 580 (770) GtCO2 として

いる（前者は SAT、後者は GMST の場合） 
 SD シナリオでは 2070 年までの排出量は 880Gt（50％確率では 1.65℃）。 
 もし 2100 年までに 300Gt の NE があれば SD シナリオでも今後の累計排出

量が 580Gt を下回り、確率 50%で 1.5℃達成が可能 
 但し Negative Emissions の規模、その悪影響とコストには不確実性がある 
 

 
 
 
IPCC/SR1.5 の吟味 
 SR1.5 で 50％以上の確率で 1.5℃達成可能な 90 のシナリオの中 2 つを除いて

NE に頼っており（下記 Figuren2.28 の赤丸）、累計 NE の Median は 420Gt
である（p. 123 及び Figure 2.28 p.124。この図から SD シナリオ目標達成の

時期は 2100 年と推定される）。 
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 2050 年の SR1.5 の NE の Median は 4.7Gt、これに対して SD シナリオは

0.25Gt 
 

 
  
 NE 無しに 1.5℃を達成する為には 2050 年にゼロエミ達成が必要。そのため

には 2018 年から毎年 1.3Gt の削減が必要。これは毎年 4.9 億台の乗用車（全

体の 4 割）をゼロエミ電源の電気自動車に換える、あるいは世界の石炭火力

の 14%の容量を閉鎖するのと同じ。Tremendous 
 SD シナリオでも累計 NE（主として BECCS）が 300Gt 以上あれば 1.5℃目

標は達成可能であるが、BECCS の技術は unproven で、種の多様性と食糧安

全保障と Trade-off の関係にある。 
 NE 技術は航空、鉄鋼、セメント部門のように削減が極めて困難な部門での排

出を相殺する。 
 脱炭素に向けた将来の技術開発がない場合、また大幅 NE が不可能な場合で

SD シナリオで 1.5℃を達成しようとすると、こうした部門での活動量の減少

が必要になるだろう（実現不可能の間接的表現）。 
 
1.5℃シナリオと電力 p. 125 
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 発電部門の脱炭素化技術はあるが、それを 2050 年までに達成するのはコスト

も含めて容易ではない。経済全体で 2050 年にゼロエミを実現するには、発電

部門では先進国は 2030 年代、途上国も 2040 年程度迄にゼロエミを実現して

いなくてはならない。既存の火力発電所には CCS を付帯せねばならない。 
 
需要面 
 現状は車の走行距離で 5%、暖房の 11%、産業の 17%が低炭素 source に過ぎ

ない。2050 年ゼロ（1.5℃）には従来車は先進国で 2030 年、途上国ではその

数年あとに販売停止、電気自動車は 2030 年に 1 億台（現状は 200 万台） 
 建物、鉄鋼・セメントなどの産業部門、航空、トラック等の削減がきわめて

困難な分野でも大幅に削減が必要であるが、そのためには既存新築住宅への

規制、Public Acceptance、行動様式の変化が必要。後者の例として航空機利

用抑制、肉食低減などがある。 
 燃料 Mix の観点から、鉄鋼生産の 3/4 は石炭によっているが、今後 20 年間で

世界の鉄鋼プラントの 80%が改造または閉鎖されねばならない。 
 石油は航空機などで引き続き使われるだろうが石油需要は 2050 年にかけて

大幅減となる（石油産業の将来に関わる問題）。 
 
上記を総合判断し、IEA は 1.5℃シナリオではなく、SD シナリオを設定した。

これでもパリ協定と整合的である。この場合でももし今世紀後半に累計 300Gt
の Negative Emissions があれば 1.5℃も視野に入る、としている。 

以上 
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STEP と SDS の主たる相違は CCS（前者は 154Mt、後者は 2776Mt）、1 次エネルギー供給も 30％減、低

炭素発電は 57%に対して 94%、運輸は電気自動車増、海運航空での減（But How?）。p.83 

 


